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令和７年６月３０日

人 事 院 事 務 総 長

「災害補償制度の運用について」の一部改正について（通知）

「災害補償制度の運用について（昭和４８年１１月１日職厚―９０５）」の一

部を下記のとおり改正したので、令和７年４月１日（第２項による改正について

は、同年７月１日）以降は、これによってください。

なお、この通知の第１項の規定による改正後の規定は、同年４月 1 日以後に出

発する移送の費用又は旅行に係る旅行費（以下「移送の費用等」という。）につ

いて適用し、同日前に出発する移送の費用等については、なお従前の例によって

ください。ただし、同日前に出発し、かつ、同日以後に完了する移送の費用等に

ついては、当該規定は、当該移送の費用等のうち同日以後の期間に対応する分に

ついて適用し、当該移送の費用等のうち同日前の期間に対応する分については、

なお従前の例によってください。

記

１ 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部

分」という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるもの

は、これを当該傍線部分のように改め、改正前欄に掲げる規定の傍線部分でこ

れに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、これを削り、改



正後欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正前欄に掲げる規定の傍線

部分がないものは、これを加える。

改 正 後 改 正 前

第８ 療養補償関係 第８ 療養補償関係

１・２ （略） １・２ （略）

３ 補償法第１１条の「療養上相 ３ 補償法第１１条の「療養上相

当」とは、個々の負傷又は疾病 当」とは、個々の負傷又は疾病

について医学上又は社会通念上 について医学上又は社会通念上

必要かつ相当であると認められ 必要かつ相当であると認められ

る範囲のものとし、「居宅にお る範囲のものとし、「居宅にお

ける療養上の管理及びその療養 ける療養上の管理及びその療養

に伴う世話その他の看護」及び に伴う世話その他の看護」、

「病院又は診療所への入院及び 「病院又は診療所への入院及び

その療養に伴う世話その他の看 その療養に伴う世話その他の看

護」にあっては、看護に要する 護」及び「移送」にあっては、

費用又は付添いに要する費用に 次によるものとする。

ついては、当該地方の慣行料金

によるものとし、当該料金に食

事料が含まれていない場合は、

１日につき１，８００円の範囲

内で現実に要した食事の費用を

加えるものとする。

（削る） ⑴ 看護に要する費用又は付添

いに要する費用については、

当該地方の慣行料金によるも

のとし、当該料金に食事料が



含まれていない場合は、１日

につき１，８００円の範囲内

で現実に要した食事の費用を

加えるものとする。

（削る） ⑵ 移送の費用には、交通費、

人夫賃及び宿泊料を含むもの

とする。

４ 補償法第１１条第６号の「移 （新設）

送」の費用及びその額について

は、次によるものとする。

⑴ 移送の費用は、鉄道賃、船

賃、航空賃、その他の交通

費、宿泊費、包括宿泊費その

他移送に必要な費用とし、そ

の額（当該その他移送に必要

な費用に係るものを除く。）

は、それぞれ国家公務員等の

旅費に関する法律（昭和２５

年法律第１１４号）及び国家

公務員等の旅費に関する法律

施行令（令和６年政令第３０

６号）の規定の例に準じて計

算するものとする。

⑵ ⑴に掲げるもののほか、移

送の費用及びその額の細目に

ついては、人事院事務総局職



員福祉局長が別に通知すると

ころによる。

第１８ 福祉事業関係 第１８ 福祉事業関係

１ 外科後処置の取扱いについて １ 外科後処置の取扱いについて

は、次による。 は、次による。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

⑷ 規則１６―３第６条第１項 （新設）

第６号の「移送」の費用は、

第８の４の規定の例により支

給するものとする。

⑸ （略） ⑷ （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 旅行費の取扱いについては、 （新設）

次による。

⑴ 旅行費は、鉄道賃、船賃、

航空賃、その他の交通費、宿

泊費、包括宿泊費その他旅行

に必要な費用とし、その額

は、それぞれ国家公務員等の

旅費に関する法律及び国家公

務員等の旅費に関する法律施

行令の規定の例に準じて計算

するものとする。

⑵ ⑴に掲げるもののほか、旅

行費の取扱いの細目について

は、人事院事務総局職員福祉



局長が別に通知するところに

よる。

５～１７ （略） ４～１６ （略）

第１９ その他の事項 第１９ その他の事項

１～９ （略） １～９ （略）

１０ 職員が公務上負傷し、若し １０ 職員が公務上負傷し、若し

くは疾病にかかり、若しくは通 くは疾病にかかり、若しくは通

勤により負傷し、若しくは疾病 勤により負傷し、若しくは疾病

にかかり、平成２３年２月１５ にかかり、平成２３年２月１５

日前に治ったとき、又は障害補 日前に治ったとき、又は障害補

償年金を受ける者の当該障害補 償年金を受ける者の当該障害補

償年金に係る障害の程度に同日 償年金に係る障害の程度に同日

前に変更があったときに存した 前に変更があったときに存した

障害に係る第１８の５の⑴の 障害に係る第１８の４の⑴の

ア、ウ、サ、ス及びセの規定の ア、ウ、サ、ス及びセの規定の

適用については、人事院規則１ 適用については、人事院規則１

６―０―５６（人事院規則１６ ６―０―５６（人事院規則１６

―０（職員の災害補償）の一部 ―０（職員の災害補償）の一部

を改正する人事院規則）による を改正する人事院規則）による

改正前の規則１６―０（１１及 改正前の規則１６―０（１１及

び１２において「改正前の規則 び１２において「改正前の規則

１６―０」という。）別表第５ １６―０」という。）別表第５

に規定する障害等級によるもの に規定する障害等級によるもの

とする。 とする。

１１ 職員が公務上負傷し、若し １１ 職員が公務上負傷し、若し

くは疾病にかかり、若しくは通 くは疾病にかかり、若しくは通



勤により負傷し、若しくは疾病 勤により負傷し、若しくは疾病

にかかり、平成２２年６月１０ にかかり、平成２２年６月１０

日から平成２３年２月１４日ま 日から平成２３年２月１４日ま

での間に治ったとき、又は障害 での間に治ったとき、又は障害

補償年金を受ける者の当該障害 補償年金を受ける者の当該障害

補償年金に係る障害の程度に当 補償年金に係る障害の程度に当

該期間において変更があったと 該期間において変更があったと

きに存した障害（改正前の規則 きに存した障害（改正前の規則

１６―０別表第５第１２級の項 １６―０別表第５第１２級の項

第１４号又は第１４級の項第１ 第１４号又は第１４級の項第１

０号に該当するものに限る。） ０号に該当するものに限る。）

に係る第１８の５の⑴のア、 に係る第１８の４の⑴のア、

ウ、サ、ス及びセの規定の適用 ウ、サ、ス及びセの規定の適用

については、１０にかかわら については、１０にかかわら

ず、人事院規則１６―０―５６ ず、人事院規則１６―０―５６

による改正後の規則１６―０ による改正後の規則１６―０

（１２から１４までにおいて （１２から１４までにおいて

「改正後の規則１６―０」とい 「改正後の規則１６―０」とい

う。）別表第５に規定する障害 う。）別表第５に規定する障害

等級によるものとする。 等級によるものとする。

１２ 職員が公務上負傷し、若し １２ 職員が公務上負傷し、若し

くは疾病にかかり、若しくは通 くは疾病にかかり、若しくは通

勤により負傷し、若しくは疾病 勤により負傷し、若しくは疾病

にかかり、平成２２年６月１０ にかかり、平成２２年６月１０

日から平成２３年２月１４日ま 日から平成２３年２月１４日ま

での間に治ったとき、又は障害 での間に治ったとき、又は障害



補償年金を受ける者の当該障害 補償年金を受ける者の当該障害

補償年金に係る障害の程度に当 補償年金に係る障害の程度に当

該期間において変更があったと 該期間において変更があったと

きに存した障害（改正前の規則 きに存した障害（改正前の規則

１６―０別表第５第１２級の項 １６―０別表第５第１２級の項

第１４号又は第１４級の項第１ 第１４号又は第１４級の項第１

０号に該当するものに限る。１ ０号に該当するものに限る。１

３及び１４において同じ。）に ３及び１４において同じ。）に

係る第１８の１１の⑴及び⑵の 係る第１８の１０の⑴及び⑵の

規定の適用については、改正後 規定の適用については、改正後

の規則１６―０別表第５に規定 の規則１６―０別表第５に規定

する障害等級によるものとす する障害等級によるものとす

る。 る。

１３ 職員が平成２２年６月１０ １３ 職員が平成２２年６月１０

日から平成２３年２月１４日ま 日から平成２３年２月１４日ま

での間に公務上死亡し、又は通 での間に公務上死亡し、又は通

勤により死亡した場合であっ 勤により死亡した場合であっ

て、当該職員の遺族に障害を有 て、当該職員の遺族に障害を有

する者があるときにおける当該 する者があるときにおける当該

遺族の障害の状態に係る第１８ 遺族の障害の状態に係る第１８

の１２の⑵のイの(ｲ)の規定の適 の１１の⑵のイの(ｲ)の規定の適

用については、改正後の規則１ 用については、改正後の規則１

６―０別表第５に規定する障害 ６―０別表第５に規定する障害

等級によるものとする。 等級によるものとする。

１４ 要介護年金受給権者が平成 １４ 要介護年金受給権者が平成

２２年６月１０日から平成２３ ２２年６月１０日から平成２３



年２月１４日までの間に死亡し 年２月１４日までの間に死亡し

た場合であって、当該要介護年 た場合であって、当該要介護年

金受給権者の遺族に障害を有す 金受給権者の遺族に障害を有す

る者があるときにおける当該遺 る者があるときにおける当該遺

族の障害の状態に係る第１８の 族の障害の状態に係る第１８の

１７の⑷のアの規定の適用につ １６の⑷のアの規定の適用につ

いては、改正後の規則１６―０ いては、改正後の規則１６―０

別表第５の規定を適用した場合 別表第５の規定を適用した場合

の改正後の規則１６―０第２９ の改正後の規則１６―０第２９

条に定める障害の状態によるも 条に定める障害の状態によるも

のとする。 のとする。

１５～１７ （略） １５～１７ （略）

２ 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線部分をこれに対応する改正後欄

に掲げる規定の傍線部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

第８ 療養補償関係 第８ 療養補償関係

１・２ （略） １・２ （略）

３ 補償法第１１条の「療養上相 ３ 補償法第１１条の「療養上相

当」とは、個々の負傷又は疾病 当」とは、個々の負傷又は疾病

について医学上又は社会通念上 について医学上又は社会通念上

必要かつ相当であると認められ 必要かつ相当であると認められ

る範囲のものとする。 る範囲のものとし、「居宅にお

ける療養上の管理及びその療養

に伴う世話その他の看護」及び

「病院又は診療所への入院及び

その療養に伴う世話その他の看



護」にあっては、看護に要する

費用又は付添いに要する費用に

ついては、当該地方の慣行料金

によるものとし、当該料金に食

事料が含まれていない場合は、

１日につき１，８００円の範囲

内で現実に要した食事の費用を

加えるものとする。

４ （略） ４ （略）

以 上


